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資料２ 令和３年６月定例会（事前）
文 教 厚 生 委 員 会 資 料
保 健 福 祉 部

新型コロナウイルス感染症の状況について

１ 県内の発生状況について

(1) 感染者の発生状況

・本県の「感染者数の累計」は１，６４７名（６月１５日発表）。
・「５月の感染者数」３１２名は、「４月の感染者数」７７３人から
約６割減少。

・「直近１週間の感染者数」は「１１名」であり、４月２５日の「２５６名」
をピークに減少傾向。

○月別感染者数
年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計
Ｒ元 － － － － － － － － － － 1 2 3
Ｒ２ 2 0 1 20 107 15 16 17 18 187 66 94 543
Ｒ３ 773 312 16 *6/14まで

○感染者数累計

○直近1週間の感染者数
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(2) 変異株について

○変異株の検査体制
・５月10日以降、保健製薬環境センターに加え、家畜防疫衛生センターにお
いても「Ｎ５０１Ｙ変異株」のスクリーニング検査を実施。

・６月から「Ｌ４５２Ｒ変異株」のキットによるスクリーニング検査を家畜
防疫衛生センターで、国立感染症研究所の検査法に準拠した検査を保健製
薬環境センターで順次実施。

○スクリーニング検査結果
・「Ｎ５０１Ｙ」変異株
①２月19日～３月22日実施分 １７．９％（ 26/145検体）
②３月30日～６月７日実施分 ９４．６％（265/280検体）

・「Ｌ４５２Ｒ」変異株
①６月２日・６月３日実施分 ０％ (0/36検体)
②６月８日実施分 ０％ (0/3 検体)

＜参考＞ 新型コロナウイルスの変異株

主な変異株
Ｎ５０１Ｙ Ｅ４８４Ｋ Ｌ４５２Ｒ

名 称

アルファ株（英国） ●

ベータ株（南アフリカ） ● ●

ガンマ株（ブラジル） ● ●

シータ株（フィリピン） ● ●

デルタ株（インド） ●
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２ ワクチン接種について

(1) 新型コロナワクチンについては、「予防接種法」に基づき、住民に身近な「市
町村」が実施主体として接種事務を実施し、県は、市町村における予防接種が
円滑に行われるよう、必要な協力を行い、市町村の補完的な役割を担う。

(2) 「医療従事者等向け・ワクチン接種」について、２回目の接種完了者が、６
月１１日をもって、「概ね完了」したことを、福井県に次いで、全国２番目に
全国知事会に報告。

(3) 高齢者向け優先接種（厚生労働省予防接種室事務連絡）
・高齢者向け接種に係る市町村計画を７月末へ前倒しすること。
・ファイザー社ワクチンについて、高齢者人口の２回分を７月４日までに配送
すること。

・都道府県において、大規模接種会場の設置について積極的に検討してほしい
こと。

①高齢者向け接種の状況
○供給状況

高齢者人口 接種回数 配送量
（７月４日まで）

242,908人 485,816回 541,905回

○接種状況（６月１３日現在）

接種人数 人口10万人あたり

1回目 97,036人 13,329人
（全国平均 9,807人）

2回目 20,246人 2,781人
（全国平均 1,747人）

②県における市町村への支援
○大規模集団接種
会 場：アスティとくしま（多目的ホール）
実施期間：６月５日(土)から開始（火・水・木・土・日実施）
対 象 者：徳島市、小松島市、阿南市の高齢者等
接種実績：８,３４４人（定員率71％、6/15時点）

○市町村で実施する集団接種に対し、医療従事者を派遣

日程 派遣内容

鳴門市 7月 3日、 4日 各日とも
24日、25日 医師3名、看護師6名

阿南市 6月21日～7月30日 各日とも
のうち24日間 医師1名

(4) 職域接種については、６月８日から国の専用サイトにおいて、申請受付開始
＜主な申請条件＞
・実施団体において、接種場所や動線の確保を行うこと
・同一会場で、モデルナワクチンを1,000人以上に２回実施すること。
・市町村が行う高齢者向け優先接種に影響を与えないよう、
医療従事者を独自に確保することが必要

・接種券が発行されていない人や従業員の家族も対象とすることが可能


